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入院サポートセンターにおける薬剤師の取り組み
と薬学的介入の評価
神戸赤十字病院　薬剤部
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【目的】神戸赤十字病院では2018年9月に入院サポートセンター（以下、SC）を開設し、
患者が安心・安全に入院医療を受けられるように入院前に多職種が協働して手術前
説明や検査説明、入院生活について、使用中の薬剤確認、休薬指導等の支援を行っ
ている。今回、SCにおける薬剤師の取り組みと薬学的介入の有用性を評価したので
報告する。【方法】2018年11月～2019年4月にSCで薬剤師が面談した患者を対象に、
後方視的に薬剤師面談シートを調査した。調査項目は、使用中の薬剤確認、アレル
ギー歴、副作用歴、サプリメント等の使用の有無、手術・検査前の休薬の有無、面
談及び記録に要した時間とした。【結果】調査期間に面談した患者は270名で、持参
薬有は90.4%、アレルギー歴有は8.5%、副作用歴有は5.9%、サプリメント等の使用
有は33.3%であった。手術・検査前の休薬関連指導を行った患者は86名（31.9%）中
16名が面談中に医師へ再度休薬確認した。また、入院前休薬64名中7名はかかりつ
け薬局へ薬剤抜取り依頼を支援した。面談および記録に要した時間は休薬有が24.8
分、無が19.9分であった。休薬不備による手術・検査の延期は0件であった。【考察】
SCにおける薬剤師の薬学的介入は、入院前に持参薬やアレルギー歴、副作用歴、サ
プリメント等の情報を抽出することができ、薬剤管理指導業務の効率化が図れ、ま
た医療スタッフと情報共有が可能となった。手術・検査前の休薬関連指導は、入院
前に患者へ適正な休薬支援（薬薬連携を含む）や医師の業務負担軽減に寄与したと考
える。入院前の薬学的介入は、手術・検査の延期を回避でき、安全で安心したシー
ムレスな薬物療法の実施に有用であり、病院経営面にも貢献していると考える。
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臨床研究推進に向けた名古屋第二赤十字病院の取
り組み 〜新体制の構築〜
名古屋第二赤十字病院　臨床研究推進センター
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【背景･目的】2015年4月の人を対象とする医学系研究に関する倫理指針の施行、2018
年4月には臨床研究法が施行され、臨床研究を取り巻く環境は大きく変化した。これ
らにより臨床研究の倫理性、科学性、信頼性の向上を図ることが期待される一方で、
厳格かつ複雑化した規制要件を遵守して質の高い臨床研究を実施するためには研究
者のみならず、施設として支援体制を整備する必要がある。そこで今回我々は、臨
床研究推進に向けた取り組みを行い、新たな体制を構築したので報告する。【方法】1．
臨床研究推進のための組織の設立 従来の治験管理センターの組織再編成と目標（以
下の2～4）を提示、CRCおよび事務員増員の要望。 2．研究実施計画書の査読 専門
家を招聘し、当院発で論文化予定の研究についてIRB申請前に査読を実施し研究の
質の向上を図る。 3．臨床研究、製造販売後調査に係る医師の負担軽減 各診療科のニー
ズを調査し、CRCや事務員による支援を行う。 4．臨床研究管理システムの構築 煩
雑な研究事務局業務の効率化、研究者の申請手続き等の負担軽減を図る。【結果】1．
臨床研究推進センター（以下、センター）として組織化され、臨床研究管理室、臨床
研究実施支援室、臨床研究推進室が設置された。 2．査読体制が確立し、初年度は8ヶ
月で21件の査読を実施した。 3．一部の診療科より臨床研究、製造販売後調査の支
援を開始した。 4．IT部門の協力によりシステムが完成し、イントラネットを介し
た臨床研究の申請手続き、e-learning受講歴等の管理が可能となった。【考察】センター
設立初年度は、一定の成果を得ることができた。今後は、現在の体制の評価と更な
る推進に向けた取り組みを行っていきたい。
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薬剤処方適正化を目的とした薬剤師疑義照会に関
する取り組み
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【緒言】薬剤師は薬剤師法第24条により、処方箋中に疑わしい点がある時は医師に確
認する（疑義照会）必要がある。疑義照会の実施は処方の適正化に寄与することで患
者の生命や健康被害を未然に防ぐ役割を担っている。当院では過去に腎機能低下患
者への抗ヘルペスウイルス薬の過量投与事例を経験した。これを契機に薬剤関連の
医療事故を未然に防ぐことを目的とした取り組みを実施しており、これまでの経過
を報告する。【方法】2018年2月より下記の取り組みを開始した。院内処方箋への腎
機能表記：院内処方箋に腎機能等の検査データの表記を開始した。薬剤師はこれを
確認した上で調剤している。調剤鑑査システムの活用：当院採用の抗ヘルペスウイ
ルス薬を調剤鑑査システムの対象に追加した。これは薬剤師が端末で処方箋オーダ
を受信する操作を実施する際に、血清クレアチニン値が当院基準の高値に該当する
場合は警告が通知される。対象期間を2017年2月～2019年1月の2年間とし、取り組
みを開始した2018年2月の前後1年間で比較を行った。【結果】取り組み開始の前後
1年間で全疑義照会件数は3,478件から4,546件へ増加し、疑義照会割合は1.57%から
2.00%へ上昇した。腎機能関連の疑義照会件数に焦点を当てると、年間97件から506
件に増加した。506件中、抗ヘルペスウイルス薬関連の疑義照会は112件で腎機能関
連の疑義照会の22%占ている。このうち12件が処方変更に至った。【考察】疑義照会
件数の増加という観点では、特に腎機能関連の疑義照会増加が著しい。取り組み開
始1年間で一定の成果が得られており、その件数も維持されている。しかし本取り組
みの契機となった抗ヘルペスウイルス薬の投与量に関する疑義照会は現在も散見さ
れている。処方の適正化のため、今後も継続的な取り組みが必要である。
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日赤薬剤師会「薬剤部の活動状況調査」より薬剤管
理指導業務に関する報告
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【はじめに】平成30年度に行われた診療報酬改定により、「入院時支援加算」や「抗菌
薬適正使用加算」などが新設され、病院薬剤師の業務はますます広がりをみせている。
日赤薬剤師会では、全日赤病院に対し、業務の実施状況、業務内容の変化、人員の
増減等について、活動調査を実施している。平成30年度の調査結果、特に薬剤管理
指導業務について報告する。【調査方法】平成30年10月、日赤薬剤師会業務委員会は、
全国93施設にアンケート調査を依頼し、その結果を集計した。（「薬剤管理指導業務」
は2018年7月から3ヶ月間の1ヶ月平均）回収率は100%であった。【結果】「100床当
たりの薬剤管理指導件数」は、月平均算定件数が「200～299件」の施設が最も多く、
200件以上算定しているのは44施設であった。前年度は「100～200件」の施設が最も
多く、200件以上の算定施設は36施設であった。月算定件数は「300床以下」、「301～
550床」、「551床以上」の病院全てにおいて「前年度より算定件数が増加した施設」が「減
少した施設」を上回った。「総入院患者に対しての薬剤管理料請求件数」については、

「70%以上」が全施設の3割を超えていた。【考察】「薬剤管理指導算定件数」は年々増
加しており、多くの入院患者にも関われてきている。「常勤薬剤師数」はほぼ横ばい
であり、各施設が「業務の効率化」を行いながら算定件数を増やしていることが推察
された。また、「プレアボイド報告をしている施設数」は42%で前年度と変わってお
らず、「医薬品医療機器等安全情報の薬剤部関与の報告」をしていない施設も49%あ
るため、「薬剤管理指導業務」の調査は今後も続けていく必要があると考える。
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薬剤部における外線電話の内容分析 〜業務改善に
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【目的】熊本赤十字病院（以下、当院）は現在、外来処方箋の97%を院内で調剤している。
当院の総合救命救急センターでは、小児から高齢者まで、かつ一次から三次までの
患者を24時間体制で受け入れており、当直時の外来処方箋は1日60～100枚程度で
ある。また同時に、薬剤部への外線電話も24時間対応しているが、1件に20～30分
の時間を要することがあり、特に薬剤師が少ない土日・祝日や夜間は業務の負担と
なっている。今回、薬剤部おける外線電話の内容を分析し、電話対応の負担を軽減
するための対策を検討した。【方法】外線電話の記録用紙を作成し、2018年1月～12
月までの1年間に薬剤部で外線電話の対応時に内容を記録した。その記録用紙を基に、
勤務時間帯、電話の相手、内容を調査し分析した。【結果】2018年の1年間に薬剤部
で対応した外線電話の記録は428件だった。勤務時間帯は、平日日勤帯51.2%、平日
当直帯21.7%、土日・祝日の日勤帯14.3%、土日・祝日の当直帯は9.4%であり、電話
の相手は、患者本人57.5%、患者家族29.0%、他院及び調剤薬局のスタッフが13.6%だっ
た。電話の内容は、処方内容や薬の使用法、相互作用・副作用、薬の過不足に関す
る問い合わせが多かったが、他院の処方に関する問い合わせも4.2%あった。また、1
年間に2回以上電話していた患者は30名であり、最多は14回であった。【考察】薬剤
部への外線電話の半分近くは、当直帯や土日・祝日の薬剤師の少ない時間に対応し
ていた。使用方法に関する問い合わせは類似した内容も多く、薬を渡す際にリーフ
などを用いて説明することで対処していきたい。また、他院の処方薬やサプリメン
トに関する問い合わせに関しては、今後、患者がかかりつけ薬局を持つことで、き
め細かなサービスを受けることが可能になると考えられた。


